


　今年で第６回を数える通常総代会
は初めて西部地区での開催でしたが、
新型コロナウイルス感染症対策のた
め書面での決議を推奨することとな
り、例年に比べると参加人数が大幅
に少ない総代会となりました。
　当日は、総代定数1,000人（欠員22人）に対し、953人（本人出席46人、委任状０人、書面出席907人）の
出席。議長団に、淺日進美総代（出雲地区本部）、上田文雄総代（島根おおち地区本部）の両氏を選出し、各地
区本部総代から意見、要望が出される中、前年度事業報告、新年度事業計画など全議案が可決承認されました。
　石川組合長は「今年度は第２次中期経営計画と第２次農業戦略実践営農計画の第２年目として、引き続き「農
業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」の三本柱を基本目標に掲げ、更に自己改革を実践していく。
この自己改革を着実に進めていくためには盤石な経営基盤を確立する必要があり、更な
る信用共済事業の改革と営農経済事業の改革にも取り組んでいく。特にこの度策定した
営農・経済事業改革基本方針に沿って３ヵ年の計画で改革を進める」とあいさつをしま
した。
　また、昨年退任された役員の皆様について、組織運営の強化ならびに地域に根ざした
協同組合の発展へのご尽力に対し、功労者表彰を行いました。

ＪＡしまね第６回通常総代会を６月28日㈰、
浜田市の石央文化ホールで開催しました。
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新型コロナウイルス感染症対策として、
座席の間隔を空けたステージの様子。

石川寿樹 代表理事組合長 議長団 淺日総代（左）上田総代（右）

通常総代会特集

　営農・経済事業改革基本方針をまとめた「営農・経済事業改革の取り組み（令和２年度）」
はＪＡしまねホームページにてご覧いただけます。
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JAしまね　第６回通常総代会特集

新型コロナウイルス感染症対策として、座席の間隔を空けた会
場の様子。

通常総代会特集第6回

本総代会にて付議した議案は次のとおりです。
第１号議案　令和元年度事業報告及び剰余金処分案について
第２号議案　令和２年度事業計画の設定について
第３号議案　定款及び定款附属書総代選挙規程の一部変更について

（特別決議案）
第４号議案　規約の一部変更について
第５号議案　農地利用集積円滑化事業規定（くにびき地区本部・出

雲地区本部・石見銀山地区本部）の廃止について
第６号議案　信用事業規定の一部変更について
第７号議案　令和２年度指導事業に要する経費の賦課及び徴収の方

法の決定について
第８号議案　令和２年度における理事の報酬額の決定について
第９号議案　令和２年度における監事の報酬額の決定について

　

令
和
元
年
度
は
、
経
済
の
緩
や
か
な
回
復
や
個
人

消
費
の
持
ち
直
し
が
続
い
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、

夏
に
相
次
い
だ
自
然
災
害
、
10
月
の
消
費
税
増
税
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
経
済
活
動
抑

制
等
の
影
響
で
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

農
業
情
勢
で
は
、
８
月
以
降
の
九
州
北
部
豪
雨
、

台
風
15
号
、
19
号
な
ど
に
よ
る
自
然
災
害
が
発
生
し
、

広
範
囲
に
わ
た
っ
て
農
産
物
・
農
業
施
設
等
に
甚
大

な
被
害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。
ま
た
、
平
成
30
年
９

月
に
発
生
し
た
豚
熱
は
終
息
し
な
い
ま
ま
１
府
10
県

ま
で
被
害
が
拡
大
し
、
対
象
地
域
で
は
ワ
ク
チ
ン
接

種
が
開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
、
災
害
復
興
・

防
疫
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

国
際
貿
易
交
渉
で
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ

Ｐ
Ａ
の
発
効
に
続
き
、
日
米
貿
易
協
定
が
令
和
２
年

１
月
に
発
効
と
な
る
な
ど
、
関
税
の
削
減
や
撤
廃
に

向
け
た
動
き
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
貿
易
協
定
に
よ
る
関
税
引
き
下
げ
等
が
及

ぼ
す
農
産
物
輸
入
や
農
産
物
価
格
等
の
影
響
に
つ
い

て
、
引
き
続
き
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
に
お
い
て
は
、
令
和
元
年
５
月
末

に
５
年
間
の
農
協
改
革
集
中
推
進
期
間
が
終
了
し
ま

し
た
。規
制
改
革
推
進
会
議
答
申
で
は
、Ｊ
Ａ
グ
ル
ー

プ
の
自
己
改
革
に
一
定
の
評
価
を
し
つ
つ
、
引
き
続

き
農
業
所
得
の
向
上
、
一
層
の
資
材
価
格
引
下
げ
、

信
用
事
業
の
健
全
な

持
続
性
等
が
課
題
と

さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
最
大
の
懸

念
事
項
で
あ
る
准
組

合
員
の
事
業
利
用
規

制
に
つ
い
て
も
注
視

し
、
持
続
可
能
な
Ｊ
Ａ
経
営
基
盤
の
確
立
・
強
化
、
環

境
変
化
に
対
応
し
た
事
業
モ
デ
ル
の
転
換
等
に
よ
り
、

自
己
改
革
を
着
実
に
実
践
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
の
中
、令
和
元
年
度
は
、第
２
次
「
農

業
戦
略
実
践
３
カ
年
営
農
計
画
」
の
初
年
度
と
し
て
、

県
や
市
町
村
、
関
係
機
関
と
連
携
し
、
営
農
指
導
と

経
営
指
導
を
通
じ
た
農
業
所
得
の
増
大
、
農
業
生
産

の
拡
大
に
向
け
た
取
り
組
み
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

取
り
組
み
の
結
果
、
販
売
品
販
売
・
取
扱
高
が
３

８
６
億
９
，４
０
０
万
円
、
購
買
品
供
給
高
が
３
２
０

億
９
，１
０
０
万
円
、
貯
金
残
高
が
９
，７
６
７
億
６
，

１
０
０
万
円
、
貸
出
金
残
高
が
２
，８
６
４
億
６
，５

０
０
万
円
、
長
期
共
済
保
有
高
が
３
兆
３
，１
３
６
億

６
，１
０
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
財

務
状
況
の
安
全
性
を
示

す
指
標
で
あ
る
自
己
資

本
比
率
は
14
・
12
％
と

な
り
ま
し
た
。

　

収
支
面
に
つ
い

て
は
、
事
業
利
益

が
４
億
７
，４
０
０

万
円
、
経
常
利
益

は
19
億
８
，７
０
０

万
円
と
な
り
、
当

期
剰
余
金
は
９
億

９
，２
０
０
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

主
な
事
業
活
動

と
成
果
の
詳
細
に

つ
い
て
は
以
下
の

と
お
り
で
す
。

貯金残高� 9,767億6,100万円
貸出金残高� 2,864億6,500万円
長期共済保有高�3兆3,136億6,100万円
自己資本比率� 14.12％　
事業利益� 4億7,400万円
経常利益� 19億8,700万円
当期剰余金� 9億9,200万円

令和元年度　事業報告

山根盛治 代表理事副組合長

高木賢一 代表理事専務
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